




























































（一）最高裁平成 10 年7月 14 日判決
　まず，商事留置権を特別の先取特権とみなして優先弁済権を付与して
いる破産手続における手形の商事留置権の取扱いにつき，前述の最高裁
平成10年7月14日判決の判断をみてみよう。
　A社は平成3年3月25日付けで Y銀行との間で銀行取引約定書を差
し入れ，銀行取引約定を締結した。本件約定書5条1項では，A社が手
形交換所の取引停止処分を受けたときには，Y銀行から通知催告等がな
くてもA社のY銀行に対する一切の債務について当然に期限の利益を
失う旨が定められていた。また4条3項には，「担保は，かならずしも
法定の手続によらず一般に適当と認められる方法，時期，価格等により
貴行において取立または処分のうえ，その取得金から諸費用を差し引い
た残額を法定の順序にかかわらず債務の弁済に充当できるものとし，な
お残債務がある場合には直ちに弁済します」とあり，4条4項には，「貴
行に対する債務を履行しなかった場合には，貴行の占有している私の動
産，手形その他の有価証券は，貴行において取立または処分することが
できるものとし，この場合もすべて前項に準じて取り扱うことに同意し
ます」と記載されていた。
　Y銀行は，平成5年1月25日，返済期限を同年4月30日とする約定の
下にA社に対して4000万円を貸し渡した。またA社は，同年3月24日，
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Y銀行に対し本件手形（手形金額98万6290円）の割引を申込み，Y銀行
は信用照会の結果を見てから本件手形の割引を実行することとして，本
件手形を預かった。ところが，その翌日にA社が振り出した決済見込
みのない手形が手形交換から回ってきたため，Y銀行は本件手形の割引
の実行を見送った。A社は同日と翌26日に手形を不渡りとし，同月31
日，銀行取引停止処分を受け，前述の債務について期限の利益を喪失し
た。A社は同月30日に破産の申立てをし，同年4月15日に破産宣告を
受け，Xが破産管財人に就任した。Xが本件手形の返還を求めたところ，
Y銀行はこれを拒絶し，同年6月10日に手形交換によって本件手形を取
り立て，A社に対する貸付金債権の弁済に充当した。
　最高裁は以下のように判断した。すなわち，⑴破産法66条1項（旧破
産法93条1項）⑶は「破産財団に属する財産につき存する商法又は会社
法の規定による留置権は，破産財団に対しては特別の先取特権とみなす」
と定めるが，「これを特別の先取特権とみなす」という文言は，当然に
は商事留置権者の有していた留置権能を消滅させる意味であるとは解さ
れず，同条項が商事留置権を特別の先取特権とみなして優先弁済権を付
与した趣旨に照らせば，破産管財人に対する関係においては，商事留置
権者が適法に有していた手形に対する留置権能を破産手続開始の決定に
よって消滅させ，これにより特別の先取特権の実行が困難となる事態に
陥ることを法が予定しているものとは考えられない，⑵支払期日未到来
の手形についてみた場合，その換価方法は，民事執行法によれば原則と
して執行官が支払期日に銀行を通じた手形交換によって取り立てるもの
であるところ，銀行による取立ても手形交換によってされることが予定
され，いずれも手形交換制度という取立てをする者の裁量等の介在する
⑶　本判決は，旧破産法の事案であるが，条文の趣旨に変更はないため，本稿に
おいては現行法の条文に基づき検討した。
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余地のない適正妥当な方法によるものである点で変わりがないといえる。
そうであれば，銀行が右のような手形について，適法な占有権原を有し，
かつ特別の先取特権に基づく優先弁済権を有する場合には，銀行がみず
から取り立てて弁済に充当し得るとの趣旨の約定をすることには合理性
があり，本件約定書4条4項を右の趣旨の約定と解するとしても必ずし
も約定当事者の意思に反するものとは言えない，と判示し，銀行の弁済
充当を認めた。
　ここでは，銀行が破産管財人の当該手形の返還請求を拒絶できるかと
いうことが，破産法66条1項の「特別の先取特権とみなす」という規定
の解釈をめぐる破産宣告後における手形の留置的効力の存否の問題とし
て扱われている。それを踏まえて，銀行取引約定に基づく手形の取立て
および取立金の被担保債権への弁済充当が，「特別の先取特権」の別除
権行使として認められるかについて論じられている。以下，それぞれの
論点に関する最高裁の理由付けを見てみよう。
（二）手形に対する商事留置権の破産宣告後における留置的効力
　そもそも留置権とは，他人の物の占有者がその他人に対する自己の債
権の弁済を受けるまでその物を留置する権利である。そして商人間の留
置権は，中世イタリアの商人団体の慣習法に起源を有し，民法の留置権
とはその沿革が異なるといわれている。すなわち，商人は同一の相手方
と継続して取引をし，相互に債権を取得し債務を負担するのが常である。
その場合，いちいち質権設定の手続を取るのは煩雑であるのみならず，
ある物を引渡してまた別の物を占有することになり，自己が占有する物
が絶えず変わることになるから実際的でもない⑷。質権に代わるものと
して，相手方に対する債権を担保するために，債権者は弁済期にありな
⑷　田邊光政『商法総則・商行為法（第3版）』187頁（2006年，新世社）。
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がら弁済のない債権のためにその時点で自己が占有する相手方の物を留
置できるとの慣習法が成立したのである⑸。
　このような沿革を持つ商事留置権は，破産手続において特別の先取特
権とみなされた上で，別除権として扱われる。しかし，その順位は他の
特別の先取特権に後れる，とされている。
　本件原審である大阪高裁⑹は「商事留置権は，商行為に基づくもので
特にその担保力を尊重する必要から，特別の先取特権としての効力が付
与されたものであり，この場合，留置権としての効力は，原則どおり失
効したものと解するのが相当である」とし，それゆえ「特別の先取特権
を有する者は，別除権を有し，破産手続外で競売を申し立てることがで
きる地位にあるが，破産管財人には破産者の有していた財産を破産財団
として管理，換価する職責があることから，破産管財人から目的物の返
還請求を受けたときは，別除権を有する者は速やかに別除権を行使する
べきであり，それをしない場合は，目的物を破産管財人に返還する義務
があるというべきである」とした。
　原審同様，破産宣告後の留置的効力を否定する立場からは，主に⑴留
置権者によって破産財団に属する財産を留置されることは，破産財団の
整理を妨げ，破産手続の進捗を妨げることになる，⑵留置権は他の先取
特権に劣後するものとされているのに，留置的効力を認めると被担保債
権全額の弁済を受けるまで目的物を留置することができ，事実上優先弁
⑸　小町谷操三「商事留置権に関する二三の疑点」法学3巻6号609頁以下参照
（1934年）。
⑹　最高裁判所民事判例集52巻5号1289頁。
⑺　従来の否定説，肯定説について詳細に検討，整理したものとして，松井秀征
「【一】手形につき商事留置権を有する者が債務者に対する破産宣告の後に破産
管財人からの手形の返還請求を拒むことの可否　【二】手形につき商事留置権
を有する銀行が債務者に対する破産宣告の後に右手形を手形交換制度によって
取り立てて被担保債権の弁済に充当する行為が破産管財人に対する不法行為と
ならないとされた事例」法学協会雑誌117巻12号1826頁以下。
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済を受けられることになる，といった不都合が指摘されている⑺。これ
に対し，破産後の留置的効力を肯定する立場からは，⑴破産管財人が返
却された手形を処分すると特別の先取特権者は破産管財人に対して不法
行為に基づく損害賠償請求ないし不当利得返還請求を行えないとされる
ため，優先弁済を受けられなくなる，⑵否定説は特別の先取特権に基づ
いて手形の競売を行えばよいというが，これは手続費用がかかる分だけ
破産財団にとって不利益が生じ，合理的な方法とはいえない，といった
反論がなされている。
　双方の指摘に応える形で最高裁が出した結論は，上記の通り手形の商
事留置権は破産管財人に対する関係で留置的効力が存続する，というも
のであった。一般論として破産宣告後の商事留置権の存否について判断
しているわけではない。留置権の目的物が手形以外である場合や，商事
留置権と優劣を争う他の担保権者等第三者との関係については触れずに，
手形の留置権が「特別の先取特権」とみなされ優先弁済を受けるために
必要な限りの，限定的な留置的効力の存続を認めたのである。一般的に
留置権能を認めれば，先述の否定説が言うように，留置が長期化するこ
とで迅速な換価の障害となる事態も予想されるし，さらにこれを避ける
ためには管財人は被担保債権全額について優先弁済をせざるを得なくな
るという問題も生じる。その点，手形については通常，数ヶ月で満期が
到来するから換価遅滞のおそれもない。特別の先取特権としての優先弁
済権を実現するために必要な限りで，留置的効力が存続するといって問
題はない。最高裁の意図するところは，Xによる手形の返還請求を拒絶
する根拠をY銀行に与え，そして本件約定書4条4項に基づく手形の任
意取立て，および取立金の債権への弁済充当を認めるための前提を用意
することにある，と言われている⑻。
⑻　松井・前掲注（7）1829頁。
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（三）別除権の行使方法と銀行取引約定
　別除権の行使方法については，別除権の基礎である担保権本来の実行
方法によるから，担保目的物が動産であるときは競売，債権のときには
その取立てなどの方法によることが民事執行法その他の法律に定められ
ている。加えて，担保権者が法律に定められた方法以外の方法で目的物
を換価する権能をもつときにはそれらの方法によることもでき，任意
処分もそれに入ると解されている⑼。しかし別除権の行使が遅延すると，
破産手続を円滑に進行させることができなくなるし，また，不適正な換
価が行われると発生するべき剰余金が発生しなかったり，不要な破産債
権行使がなされたりする。したがって，任意換価についても行使期間，
換価方法において適正さが担保される必要がある。
　この点最高裁は，手形の商事留置権には優先的弁済権があるというこ
とを確認した上で，執行官が手形を換価する場合も手形交換制度による
ことに照らし，銀行による取立ても手形交換制度を利用しており，「取
立をする者の裁量の余地のない適正妥当な方法」であると評価した。手
形交換制度を利用した取立てという銀行取引約定に基づく二当事者間の
合意による換価方法を，破産手続の視点から検証し，適正な任意換価の
条件を満たすものとした⑽。つまり，破産における別除権行使の本則は
あくまでも執行換価であり，任意換価は破産財団を害しない場合の例外
的措置という理解と捉えられる⑾。
　このように最高裁は，⑴手形交換制度の換価システムとしての適正性，
⑵商事留置権に基づく適法な占有権，および⑶「特別の先取特権」とし
ての優先弁済権の存在を前提に，A社と Y銀行の私的な合意である銀
⑼　伊藤眞『破産法・民事再生法（第2版）』334頁以下参照。
⑽　山本和彦「破産と手形商事留置権の効力」金融法務事情1535号10頁（1999年）。
⑾　山本・前掲注（10）10頁。
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行取引約定に基づく手形の取立ておよび弁済充当を認めた，と評価でき
る。別除権の行使方法としての銀行取引約定に基づく任意換価（取立て）
に関する最高裁の判断は，手形に限定されたものになっている⑿。
　破産手続における商事留置権の処遇については，商事留置権が特別の
先取特権とみなされることにより，優先弁済権が付与されているものの，
そもそも留置権能が存続するかが問題となる。手形の場合，満期におい
て手形交換制度により取り立てることが安価であり簡便であるから，満
期まで留置できるとする必要がある。しかし，一般的に留置権能を認め
ると，留置の目的物に他の担保権者が存在している場合に当該担保権の
執行を阻害することになり，留置権との優劣をめぐり複雑な問題が生じ
てしまうのである。この問題を迂回しながら，手形の商事留置権者には
取立金からの弁済充当を認めるために，最高裁は留置の目的物を手形に
限定した理論を展開した。「商事留置権の相対化」ともいうべき解釈で
あり，同種の事案に関する判断の予測可能性を減ずる面があることは否
定できない⒀，といわれているが，商事留置権と競合する他の担保権と
の関係など，実体法上の規定が欠如している現状では，解釈論のレベル
において個別の事案の利害状況を適切に反映することが必要と思われ
る⒁。
　こうした個別事案ごとに妥当な結論を導くアプローチを念頭に置きつ
つ，以下において民事再生手続における商事留置権の処遇について検討
⑿　松井・前掲注（7）1833頁。実際，手形以外でこの要件を満たすものはほと
んど想定できず，たとえば上場株式等を挙げることができようが，これも売却
時期についてはなお換価権者の介在する余地がないわけではない。通常の動産
については，破産宣告後に銀行取引約定書に基づく任意換価は認められず，原
則に戻り競売，あるいは管財人の任意換価ということになるであろうといわれ
ている（山本・前掲注（10）10頁）。
⒀　松井・前掲注（7）1830頁。
⒁　松井・前掲注（7）1830頁。
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する。
三　民事再生手続における商事留置権の取扱い
（一）最高裁平成23年12月15日判決
　冒頭で触れたように，民事再生手続上，商事留置権は別除権としての
権利行使が認められているが，破産手続とは異なり「特別の先取特権」
とは扱われないため，民事再生法上の優先弁済権は付与されていない。
それゆえ，銀行が手形の取立金を貸付債権に弁済充当できるかにつき，
下級審の判断が分かれていたところ，最高裁の判断が示されたのが本件
である。
　事案の概要は以下の通りである。Y社と X銀行は，平成18年2月15
日付で銀行取引約定を締結した⒂。Y社は，平成20年2月12日，東京地
方裁判所に再生手続の申立てをし，同月19日，再生手続開始の決定を受
けた。Y社は再生手続申立て当時，X銀行に対し少なくとも9億6866万
9079円の当座貸越債務を負担していた。X銀行は Y社の再生手続開始
の申立てに先立ち，Y社から満期を平成20年2月20日から同年6月25日
とする数通の約束手形の取立てを委任されていたところ，Y社の再生手
⒂　Y社と X銀行は，以下の条項を含む銀行取引約定を締結した。
　ア　甲（Y社）は乙（X銀行）に対する債務を履行しなかった場合には，乙は，
担保およびその占有している甲の動産，手形その他の有価証券について，か
ならずしも法定の手続によらず一般に適当と認められる方法，時期，価格等
により取立または処分のうえ，その取得金から諸費用を差し引いた残額を法
定の順序にかかわらず甲の債務の弁済に充当できるものとします（4条2項）。
　イ　甲について次の各号の事由が一つでも生じた場合には，乙からの通知催告
等がなくても，甲は乙に対する一切の債務について当然期限の利益を失い，
直ちに債務を弁済するものとします（5条1項）。
　　　支払の停止または破産，民事再生手続開始，会社更生手続開始，会社整理
開始もしくは特別清算の開始の申立があったとき（1号）。
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続開始決定後に同手形により取り立てた金員全額（手形金合計5億6225
万9545円）を自己の Y社に対する債権の弁済に充当した。Y社は，X
銀行による銀行取引約定に基づく上記債権への弁済充当は許されず，X
銀行が同金員をY社に対する債権の弁済に充当し，Y社に支払わない
ことは不当利得に該当すると主張し，その返還を請求した。
　最高裁は次のように判断した。「留置権は，他人の物の占有者が被担
保債権の弁済を受けるまで目的物を留置することを本質的な効力とする
ものであり（民法295条1項），留置権による競売（民事執行法195条）
は，被担保債権の弁済を受けないままに目的物の留置をいつまでも継続
しなければならない負担から留置権者を解放するために認められた手続
であって，上記の留置権の本質的な効力を否定する趣旨に出たものでな
いことは明らかであるから，留置権者は，留置権による競売が行われた
場合には，その換価金を留置することができるものと解される。この理
は，商事留置権の目的物が取立委任に係る約束手形であり，当該約束手
形が取立てにより取立金に変じた場合であっても，取立金が銀行の計算
上明らかになっているものである以上，異なるところはないというべき
である」。「したがって，取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を
有する者は，当該約束手形の取立てに係る取立金を留置することができ
るものと解するのが相当である」。「そうすると，会社から取立委任を受
けた約束手形につき商事留置権を有する銀行は，同会社の再生手続開始
後に，これを取り立てた場合であっても，民事再生法53条2項の定める
別除権の行使として，その取立金を留置することができることになるか
ら，これについては，その額が被担保債権の額を上回るものでない限り，
通常，再生計画の弁済原資や再生債務者の事業原資に充てることを予定
し得ないところであるといわなければならない。このことに加え，民事
再生法88条が，別除権者は当該別除権に係る担保権の被担保債権につい
ては，その別除権の行使によって弁済を受けることができない債権の部
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分についてのみ再生債権者としてその権利を行うことができる旨を規定
し，同法94条2項が，別除権者は別除権の行使によって弁済を受けるこ
とができないと見込まれる債権の額を届け出なければならない旨を規定
していることも考慮すると，上記取立金を法定の手続によらず債務の弁
済に充当できる旨定める銀行取引約定は，別除権の行使に付随する合意
として，民事再生法上も有効であると解するのが相当である」。
　さらに金築裁判官は補足意見において以下のように述べている。「銀
行は，取立金に対する留置的効力又は本件条項のような銀行取引約定に
基づく弁済充当が認められなければ，民事再生法において商事留置権が
別除権とされているにもかかわらず，代償なしに担保権を失うおそれが
強いことになる」。「そこで，少なくとも，取立金について留置権の効力
を及ぼすことを認めなければ実質的に不当であると思われるが，手形交
換制度は，取立てをする者の裁量の介在する余地のない公正な方法であ
り，これによって手形金を取り立てた場合，取立金としてある限り，取
立委任契約に基づいて委任者のために適正に管理すべき金銭であって，
銀行において個別的に計算が明らかにされているものと考えられるから，
留置権の目的としての特定性は備えているといってよい（信託法34条1
項2号ロ参照）」。
（二）優先弁済権を付与する規定の不存在
　最高裁は，法廷意見，金築裁判官補足意見ともに手形の商事留置権の
優先弁済権については触れないまま，銀行取引約定に基づく弁済充当を
認めた。民事再生手続における商事留置権には法律上の意義における優
先弁済効がないことを前提としながら，取立金についての留置的効力を
前提としつつ，弁済充当による実質的な優先弁済を確保することを認め
る趣旨と解されている⒃。
　民事再生手続における商事留置権の別除権としての権利行使について
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は，本件原審である東京高裁⒄が以下のように述べ，優先弁済権を否定
している。すなわち「同法（民事再生法）53条1項及び2項は，別除権
とされた各担保権につき新たな効力を創設するものではなく，別除権者
は，当該担保権本来の効力の範囲内で権利を行使し得るにとどまるとい
うべきであり，別除権の行使によって優先的に弁済を受けられるために
は，当該別除権者が他の債権者に対して優先して弁済を受けられる権利
を有していることが必要であると解すべきである。…留置権は，留置的
効力のみを有し，優先弁済的効力を有しないことから，目的物を占有し，
これを物質的に支配して弁済を促す権利を有するにすぎないのが本来的
な性質であり，また，商法において商事留置権に優先弁済権を付与する
旨の定めはなく，民事再生法においても商事留置権を特別の先取特権と
みなす等の優先弁済権を付与する定めが見当たらないことからすれば，
再生手続において，商事留置権に法律上優先弁済権が付与されていると
解することはできない」と。別除権は「再生手続によらないで，行使す
ることができる」権利であるが，そこで行使される権利内容は，実体法
が当該担保権に認めた内容と同一であるから，実体法上，優先弁済権が
認められていない商事留置権は，民事再生手続においても優先弁済権は
存在しないとされている⒅。とすると一般的に，商事留置権者は民事再
生手続においても平時と同様，目的物を留置し再生債務者に対して被担
保債権の弁済を促すにとどまることになる。
　しかしこのように別除権の内容を捉えると，留置権に基づく目的物の
⒃　伊藤眞「手形の商事留置権者による取立金の弁済充当」金融法務事情1942号
30頁（2012年）。
⒄　東京高裁平成21年9月9日判決（最高裁判所民事判例集65巻9号3553頁 ）。
⒅　山本和彦「民事再生手続における手形商事留置権の扱い」金融法務事情1864
号9頁（2009年），山本克己「取立委任手形につき商事留置権を有する銀行が，
民事再生手続開始決定後に同手形を取り立て，銀行が有する債権に充当するこ
との可否」金融法務事情1876号59頁（2009年）。
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占有を続けることが，再生債権者，再生債務者それぞれにとって不都合
な場面もあり得る。そのような不都合な場面に対する救済制度の趣旨と
内容を見た上で，さらに手形の特殊性を考慮しつつ，それらと平仄の取
れた手形の商事留置権者の処遇について考えてみよう。
（ア）留置権者の換価権と相殺
　まず，留置権者には，永続的な留置継続の負担からの解放手段として
目的物の換価権があり，競売の基礎となるとされている⒆。留置権によ
る競売は，直接には被担保債権の満足を目的とするものではなく，担保
執行に属さないが，その手続は担保権実行としての競売の例による（民
事執行法195条）⒇。競売による換価金から競売費用が控除された残額は，
競売申立人に交付するのを原則とし，留置権による競売では，留置権者
は自己の有する被担保債権と相殺することにより，事実上の優先的弁済
を受けることができると解されている。
　しかし，留置権者が再生手続開始後に競売権を行使し換価金を受領し
た場合には，民事再生法93条1項1号が規定するところの「再生手続開
始後に再生債務者に対して債務を負担したとき」に該当するというのが
一般的な理解である。換価金を留置権者が保管できるか，再生債務者に
返還しなければならないかについては，見解が分かれているが，手続
⒆　中野貞一郎『民事執行法（増補新訂6版）』773頁（青林書院，2010年）。
⒇　中野・前掲注（19）773頁以下。
　中野・前掲注（19）773頁以下。
　村田典子「倒産処理手続における商事留置権の取扱い」事業再生と債権管理
128号134頁（2010年）。小林信明「留置権」全国倒産処理弁護士ネットワーク
編『倒産手続と担保権』113頁以下（きんざい，2006年）においては，換価金
は再生債務者に返還しなければならないが，他の倒産手続や担保権消滅請求の
制度において留置権に対し結果的に優先弁済が認められていることに照らすと，
均衡を失するとの批判もあり得るともいわれている。
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開始後の債務負担として相殺が禁止され，かつ所有者に換価金を返還し
なくてはならないとすると，留置権者が全く保護されない事態に陥って
しまう。
　そこで，手形の取立金の返還債務を停止条件付債務と捉え，相殺の可
能性を主張する見解がある。つまり，取立金の返還債務は，取立委任に
基づいて手形の交付を受けたときに原因があり，再生手続開始時にはす
でに将来の債務として負担していると解するのである。
　停止条件付債務とは，一方で，その成立は，債務成立原因たる法律行
為などの事実が生じたときであり，他方で，その発生は，停止条件該当
事実が生じたときであるという，いわば二面性が認められる債務である
と説明される。民事再生法93条1項1号や破産法71条1項1号との関係
で，手続開始前に債務成立原因があり，手続開始後に条件該当事実が生
じた停止条件付債務を，手続開始前の債務負担とみるか，開始後の債務
負担とみるかは，この二面性のいずれに着目するかによって決まる。民
事再生法93条1項1号や破産法71条1項1号の「債務を負担したとき」
という文言を厳密に解すれば，再生債務者の債務負担が現実に発生した
時点を基準とするのが合理的といえるが，破産法67条2項後段は，条件
付債務または将来の請求権を「手続開始前の債務負担」と取り扱い，相
殺を許容している。
　ところが，民事再生法にはこれらの債務を受働債権として相殺できる
旨の明文の規定がない。このことから，先述のように手形の取立金に対
しては93条1項が適用されると解されてきたのであるが，近時，反対の
見解が有力に主張されるようになった。実体法上，期限の利益を放棄で
　中井康之「取立委任手形による取立てと商事留置権・相殺」ジュリスト1438
号80頁（2012年）。
　伊藤眞「再生手続廃止後の牽連破産における合理的相殺期待の範囲」松嶋英
機ほか編『新しい時代の民事司法』211頁（商事法務，2011年）。
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きるように，条件に関する利益の放棄も妨げられないと解されるし，ま
た開始された手続が破産手続か再生手続かによって手続開始時における
相殺の合理的期待の有無には変わりないことを理由に，相殺を認めてよ
いのではないかという。その上で，再生手続においては相殺適状およ
び相殺の意思表示の期間が制限され，相殺の認められる範囲が限定され
ていることから，債権届出期間満了までに停止条件が成就し相殺適状に
達したときという時間的な制限をかけるべきとする。
　なお，相殺を認めないと解した場合，競売申立人である留置権者は換
価金を保管できるか，それとも再生債務者に返還しなくてはならないか。
この点につき，本件原審である東京高裁判決は，「…留置権者が再生手
続開始後に競売権を行使して換価金を受け取った場合には，再生債権者
が再生手続開始後に債務を負担したときは相殺が禁止されること（民事
再生法93条1項1号）から，留置権者は相殺をすることができず，受け
取った換価金を再生債務者に返還しなければならないと解される」とし
て，換価金を再生債務者に返還する義務を負うものとし，換価金に対
する留置的効力を否定した。これに対し本件最高裁判決は，「留置権は，
他人の物の占有者が被担保債権の弁済を受けるまで目的物を留置するこ
とを本質的な効力とするものであり（民法295条1項），留置権による競
売（民事執行法195条）は，被担保債権の弁済を受けないままに目的物
の留置をいつまでも継続しなければならない負担から留置権者を解放す
るために認められた手続であって，上記の留置権の本質的な効力を否定
する趣旨に出たものでないことは明らかであるから，留置権者は，留置
権による競売が行われた場合には，その換価金を留置することができる
と解される」と，換価金に留置的効力が及ぶと判示している。
　山本和彦ほか『倒産法概説（第2版）』264頁（弘文堂，2010年）［沖野眞巳］。
　山本和彦ほか・前掲注（25）264頁［沖野眞巳］。
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　学説においても民事執行法195条により留置権による競売がなされた
場合に，当初の目的物の価値変形物上に，物上代位的に留置権が存続す
ると解することは，奇異な解釈ではないとして，留置権は換価金上に
存続すると説く見解が有力に主張されている。換価金が留置権者の財
産の中で特定されている限り，留置権の行使が可能となり，留置権者は
換価金の返還義務を負わないとする。このように解すれば，被担保債
権の支払いを受けるまで換価金を留置することができることになり，留
置権本来の権能により再生債務者の弁済が促されることになろう。
（イ）再生債務者による受戻し・担保権消滅請求制度・別除権協定
　他方，留置権の目的物が再生債務者の事業の継続に必須の財産である
場合，留置権が行使されてしまうと，再生債務者の事業再建が困難とな
り，再生債権者一般の利益を害することにもなりかねない。そこで再生
債務者は，被担保債権の全額を弁済して担保権の目的物を受け戻すこと
ができるといわれている（民事再生法41条1項9号）。しかし，被担
保債権の額が目的物の価額を上回っているときは，目的物の価額を超え
て被担保債権の全額を弁済しなくてはならなくなるので，結果的に担保
　山本克己・前掲 （18）59頁。
　高木多喜男『担保物権法（第4版）』33頁（有斐閣，2005年）。一方，道垣内
弘人『担保物権法（第3版）』37頁（有斐閣，2008年 ） においては，「留置権者
は所有者に対して換価金返済義務を負うに至るが，所有者と債務者が一致する
ときは，被担保債権と相殺することができ，事実上，優先弁済を受けることに
なる」とされ，留置権の存続を否定していると推測される（山本克己・前掲注
（18）59頁参照）。
　山本克己・前掲注（18）59頁。
　受戻しの規律は，別除権の優先弁済権を前提に，実質的な有害性の欠如を根
拠としていることから，商事留置権への適用には慎重さが必要であるという主
張もある。とりわけ目的財産が手形であるような場合，つまり事業の継続に
とっての必要性が大きくない場合には，受戻しを認めることは相当でないとい
う（山本和彦・前掲注（18）11頁）。
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権を有しない再生債権者を害することになり，また事業再建といった観
点からもこの方法が採れない場面もある。
　そこで民事再生法は，担保目的財産が事業の継続に欠くことができな
い場合に，その財産の価額に相当する金銭を裁判所に納付することによ
り，当該目的物に対する担保物権を消滅させ，再生債務者が事業で使用
収益できるよう，担保権消滅請求制度を置いている（民事再生法148～
153条）。再生債務者等は裁判所に対し，当該財産の価額に相当する金銭
を裁判所に納付し，当該財産に対する担保権を消滅させることについて
の許可の申立てを行う。裁判所の許可の決定により，担保権は消滅し，
納付された金銭は裁判所によって担保権者に交付される。
　なお，実務上は，受戻しや担保権消滅許可の制度を用いずに，別除権
者と再生債務者等との間で，別除権の基礎となる担保権の内容の変更，
被担保債権の弁済方法，順調に弁済されている間の担保権実行禁止と弁
済完了時の担保権の消滅等を定める合意をすることが多い。このよう
な合意は，「別除権協定」と呼ばれている。担保権の目的物が，再生債
権者の事業再建にとって不可欠であるにもかかわらず，担保権消滅請求
制度を利用するための原資を調達することができない場合も少なくない
であろうことから，このような別除権協定の成否が再生手続の成否を左
右する場面も多々あるといわれている。
　以上の制度は，再生債務者側から留置物が事業の継続にとって必要な
場合に起こしうるアクションであり，留置権者には被担保債権の全額，
あるいは一部が支払われる。しかし手形が留置物である場合は，再生債
務者が結局金銭になるものを受け戻したり，それにつき担保権の消滅請
　山本和彦ほか・前掲注 （25）435頁以下参照［笠井正俊］。
　松下淳一『民事再生法入門』97頁（有斐閣，2009年）。
　松下・前掲注（32）97頁。
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求制度を利用することは考えられない。
　先の最高裁平成10年7月4日判決によれば，手形交換制度を利用する
手形の取立ては競売における任意処分と同視されうるところから，満期
における取立てによって回収された取立金との相殺により被担保債権を
回収することは，一つの解決のあり方のように思われる。しかし取立金
返還債務を停止条件付債務と考えた場合，停止条件不成就の利益を放棄
し相殺できるとすると，停止条件が成就したことになり，手形の取立て
をせずとも満期前に相殺により債権債務が対等額で消滅するのであって，
銀行が相殺後に当該手形を留置する理由はなくなるはずである，という
指摘がある。最高裁判決における金築裁判官の補足意見は，「銀行が
不渡りのリスクを全て負担することになる」と述べるにとどまっている
ため，相殺による解決も視野に入ってはいるようであるが，この点に関
する言及はない。相殺の実効性を担保するために，条件成就・不成就が
確定するまでの間，留置的効力が存続すると解するか，また条件不成就
の際の処理など，具体的な処遇について詰める必要があるように思われ
る。
　また留置権の目的物が，再生債務者の事業債権に必要とされる場合に
は担保権消滅請求権に基づき留置権者に一定の優先弁済が認められるが，
上記のとおり手形はその手続には載らない。そもそも商事留置権が民事
手続上「特別の先取特権」とはされていないのであるから，留置権者に
　実務上，再建のための原資が不足している再生債務者が，別除権協定という
方法で留置権者と被担保債権額や弁済方法について交渉がなされることはあろ
う。本件最高裁判決に従えば，手形の取立金に留置的効力が及び，事実上，優
先弁済を受けることになるから，これを基準にした交渉ということになる。し
かしこのような状況においては，別除権者側には交渉のインセンティブが働か
なくなるだろうという指摘がなされている（野村剛司「判例批評」民商法雑誌
146巻3号319頁（2012年））。
　野村・前掲注（34）323頁。
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対する保護は，再生債務者側の事情次第と割り切り，一般の再生債権者
として処遇するというのも一つの考え方としてあり得る。しかし，他の
担保権者との関係においては「攻めにおいては弱い」効力しか有しない
として劣後的な取扱いは是認できるところであるが，一般の再生債権者
との関係においては異なる取扱いになるのではないか。「別除権として
取り扱われる」ということは，そのような関係において「優先的な地位」
が付与されていると解する余地があるのではないか，という思いが残る。
（三）破産手続と民事再生手続
　それでは，そもそもなにゆえ民事再生法は，商事留置権を別除権とし，
破産法のようにいったん特別の先取特権とみなすという構成を採らな
かったのか。以下の理由が挙げられている。⑴破産財団に属するすべて
の財産を換価処分する必要のある破産手続と異なり，再生手続において
は，商事留置権者に換価権や優先弁済権を与えて，別除権行使・担保権
の実行を容易にする必要がないこと，⑵商事留置権に優先弁済権がない
としても，再生手続においては，事実上，商事留置権者が優先的満足を
受けることができる可能性が高いと考えられること，⑶仮に，破産法と
同様の規律をすることとした場合には，再生手続開始前は（優先弁済が
認められていない）商事留置権を有する者は，一般優先権のある債権に
は劣後するにもかかわらず，再生手続開始後に特別の先取特権とみなす
場合には，両者の順位が逆転することになるが，再生手続が開始したと
の一言をもって，このような結論の差異が生ずることについて合理的な
説明をするのは困難であると考えられること，などである。
　⑴については，さらに以下のような説明がなされている。特定の財産
　花村良一『民事再生法要説』161頁（商事法務，2000年）。村田・前掲注
（22）130頁参照。
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を目的とする担保権者が，破産手続において別除権の地位を与えられ，
破産手続によらない権利行使が認められるのは，清算を目的とする破産
手続において，担保権者が有する特定財産についての優先弁済権を保護
するためである。その中で，商事留置権についても本来は，留置権能
により債務者に対して弁済を促すといった法的には優先弁済権を有さな
い権利でありながら，清算を目的とする破産手続においてどのように処
理するべきか，どの程度保護するべきか，という観点から整理した結果，
「特別の先取特権」とみなされ，他の先取特権に劣後するという権利に
置き換えられたのである。
　これに対し，事業再生を目的とする再生手続においては，本来であれば，
そのような担保権も手続内に組み込み，その優先弁済権の行使を制約し
ながら再生計画によって担保目的物を含む総財産を基礎として実現され
る将来収益の分配から優先弁済権を保護することも考えられる。しか
し，そのためには目的物の評価等が必要となり，手続の複雑化が避けら
れないことから，別除権の地位を認め別除権者の意思に基づいて手続に
参加する可能性を残すにとどめたとされている。会社更生手続が株式
会社のみを対象とする特別手続として用意されているのに対し，民事再
生手続は，すべての法人および個人（自然人）が対象となり，とりわけ
中小企業の事業の再生を主な目的とするものと位置づけられていること
から，手続を簡易迅速かつ効率的に進める必要がある。それゆえ，担
保権者を手続に組み込んでその権利を変更することを予定していないの
である。
　伊藤・前掲注（9）698頁。
　伊藤・前掲注（9）698頁。
　伊藤・前掲注（9）699頁。
　山本和彦ほか・前掲注（25）393頁参照［笠井正俊］。
　伊藤・前掲注（9）574頁。
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　また⑵については，先に見たように，主として留置の目的物が事業再
建にとって必須の財産であるといった特定の場面が想定されていると思
われ，本件のように手形に関して具体的な解決の方向を示すものではな
いし，⑶についても別除権と扱われることの実質的な効力とは何か，そ
れをどのように規定するべきかといった問題が先送りされたことを述べ
るにとどまるものである。
四　民事再生手続における手形の商事留置権者と
　　再生債務者・再生債権者
（一）解釈の限界から見た最高裁判決
　確かに，商事留置権は条文上，「留置することができる」としか規定
されておらず，この意義は，一般的には本件原審である東京高裁がいう
ところの「目的物を占有し，これを物質的に支配して弁済を促す権利」
と捉えられる。もともと商事留置権制度が，継続的，動的な取引関係の
中で担保的機能を果たす制度として構築されたにもかかわらず，規定ぶ
りは留置権者の留置権能にとどまり，担保的効力規定が欠落したまま今
日に至っている。したがって，条文をスタート地点とすると，「優先弁
済権」にはたどり着かない。
　他方で，商事留置権は権利の実現ないし行使方法が異なるだけで決し
て効力が弱いわけではないという評価もなされている。すなわち，留置
権には他の担保権と異なり「他の債権者に先立って自己の債権の弁済を
受ける権利」，つまり競売申立てを行って強制的に換価し，その換価金
の配当手続において優先的に配当を受ける権利は明文化されていないが，
その代わりに「物権としての留置的効力」及び「債務者に留置物と引換
えに優先弁済を求め，かつ受領した優先弁済を，債務者の他の一般債
権者との関係で適法に保持する権能」が認められているからだという。
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さらに，別除権とされている以上，その目的物は再生債務者の一般財産
にはならないのであり，これを再生債務者・再生債権者側に渡すことは
棚ぼたであって，不当であるという価値判断もなされている。
　しかしながら，法的には留置権に優先弁済権が付与されていないのに，
別除権として再生手続によらずに行使できることを理由に弁済充当特約
を有効とすると，本来任意である弁済を再生債務者に強要し留置権者へ
の優先弁済を認めることになる。これについては，「内容の上乗せない
し格上げ合意」となり当然に許容されるものではないといった批判もな
されている。別除権は民事再生手続外で権利を行使できるが，留置権
については，その権利内容として留置権能以外に実体法上も民事再生法
上も明確な規定を欠いている以上，「優先弁済権」の有無を決定する理
由が見つからないようである。
　本件最高裁判決は，優先弁済権については触れることなく，以下のよ
うな理論構成によって弁済充当を認めた。すなわち，別除権の行使とは
競売またはそれに代わる手形の取立て，および換価金または取立金を留
置することであるとした上で，⑴手形の取立金が留置されていることに
より，再生計画において弁済原資や事業原資に利用できないこと，⑵別
除権者は当該別除権に係る担保権の被担保債権については，その別除権
の行使によって弁済を受けることができない債権の部分についてのみ
　岡正晶「商事留置手形の取立て・充当契約と民事再生法53条の別除権の行
使」金融法務事情1867号7頁（2009年）。
　岡正晶「商事留置手形の取立充当約定に対する最高裁の新判断」金融法務事
情1937号11頁（2012年）。
　中井・前掲注（23）78頁。しかし判旨がいう「付随する」という表現の趣旨
は，留置権の行使そのものについての合意ではなく，留置権の行使の結果とし
て生ずる取立金の処理に関わる合意として位置づけられるべきとの見解が示さ
れている（伊藤・前掲注（16）30頁注16）。
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再生債権者としてその権利を行うことができること（民事再生法88条)，
および別除権者は別除権の行使によって弁済を受けることができないと
見込まれる債権の額を届け出なければならないこと（同法94条2項）と
いった規定を挙げ，民事再生手続上，取立金は，再生手続に組み込まれず，
再生債務者財産ではないことを確認した。法廷意見はこれをもって，別
除権の行使として取立金による弁済を受けることができると結論づけた。
　このような理論構成については，まずは取立金に対する留置的効力の
有無について検証する必要があろう。先に見たように，従来，留置権に
よる競売で得られた換価金は留置権者に交付され，留置権者はその引渡
義務と被担保債権を相殺できると解されていたが，換価金を留置できる
かについては見解が分かれていたし，また同様に，手形の取立金につい
ても留置権が及ぶとする見解も一般的ではなかったようである。最高
裁はこれらの点につき，「留置権者は，留置権による競売が行われた場
合には，その換価金を留置することができるものと解される。この理は，
商事留置権の目的物が取立委任に係る約束手形であり，当該約束手形が
取立てにより取立金に変じた場合であっても，取立金が銀行の計算上明
らかになっているものである以上，異なるところはないというべきであ
る」と判示した。さらに金築裁判官の補足意見においては，「手形交換
制度は，取立てをする者の裁量の介在する余地のない公正な方法であり，
これによって手形金を取り立てた場合，取立金としてある限り，取立委
任契約に基づいて委任者のために適正に管理すべき金銭であって，銀行
において個別的に計算が明らかにされているものと考えられるから，留
置権の目的としての特定性は備えているといってよい（信託法34条1項
2号ロ参照）」とされ，信託法の受託者の分別管理義務の規定が参照さ
れている。受託者が，信託財産である金銭を自己の名において所有する
　伊藤・前掲注（16）28頁。
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状況と，留置権者が（再生債務者が所有する）手形の取立金を占有する
状況に共通点を見出し，受託者に課されている分別管理義務に基づく管
理が留置権者においても満たされているのであれば，取立金の所有権は
あくまでも取立委任者である債務者に帰属するというのであろう。最高
裁が，金銭の所有権の帰属について一定の例外を示したものといえる。
　さらに最高裁は，弁済充当を認める銀行取引約定を「別除権の行使に
付随する合意」と捉えて取立金の被担保債権への弁済充当を認めるが，
その論拠はわかりにくい。結果的に取立金は留置権者の支配下にあり続
けるのであるから，その処遇につき，両当事者間において合意されてい
る銀行取引約定に基づく弁済充当は「別除権の行使に付随する合意」と
して民事再生法上も有効である，とする実質論を述べたように思われる。
法的な優先弁済権がないことを前提としつつ，実質的な優先弁済権を認
める趣旨であろう，といわれている。
（二）事実上の優先弁済権
　さて，最高裁は上記のように商事留置権の内容を留置権能にとどめた
上での理論を展開しているところ，商事留置権はいかなる意味において
も留置権能のみであって，「債務者の弁済を促す」以上の効果を導くこ
とが不可能なのかにつき，再度考えてみたい。というのも一定の範囲内
で，そのような解釈をすることが可能であり，またそうするべきなので
はないか，と思うからである。
　そこで民事再生手続における商事留置権の処遇についても，先にみた
最高裁平成10年7月4日判決における最高裁のアプローチにならい，一
定の範囲内，すなわち手形の商事留置権に限定した検討を行うこととし
たい。民事再生手続における留置権の取扱いについては，さまざまな見
　伊藤・前掲注（16）30頁。
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解が提示されているところであり，先の破産法改正作業の際も，多くの
議論がなされたが，結果的に時間切れにより見送られたという経緯に照
らすと，まずは議論の方向性を整理するためにも，個別の事案ごとに検
討することに意義があると考えられるからである。個別事案ことの検討
は法的安定性を害する可能性が否めないが，現段階においては，個別事
案ごとに適切な結論を導きだし，同時にそこから今後の議論につながる
糸口を模索するというスタンスが最も妥当と思われる。
　ここでは，商事留置権の目的物を手形に限定する。手形の場合，現実
にこれを所持する者以外の者が，優先権を主張することはまず考えられ
ないから，商事留置権の目的物を手形に限定した検討というのは，他の
担保権者との競合のない場面についての検討ということになる。そこで
の実質的な問題は，優先弁済権のない留置権に基づき貸付金の回収を図
りたい金融機関と，事業の再建のために再生資金をより多く確保したい
再生債務者との利害調整である。
　そのような利害調整において考慮すべきことは，やはり留置権者が置
かれている実質的な利益状況が相殺の場面に酷似していることであろう。
つまり留置権者が，再生債務者に対して債権を有していると同時に再生
債務者の手形を占有していること，換言すれば再生債務者が手形の返還
請求権を有しているという状況は，双方が相手方に対して，債権ないし
返還請求権を有しているのであり，両者は同種の目的ではないにせよ，
この状況は相殺に酷似している。この場合に留置権者が他の再生債権
者に事実上優先して弁済を受けることができるのは，相殺の場合と同様
に，二当事者が相互に債権を有しており，当事者はその重なり合ってい
る範囲では双方の債権は消滅していると信頼しており，その信頼は保護
する必要があるからであり，同時にそれが当事者の公平に資するからで
　小町谷・前掲注（5）30頁参照。
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あると説明しうるのではないか。留置権者の地位に着目すれば，留置権
者が一般の再生債権者との関係において，留置物の価値分のみ再生債務
者の財産から事実上の優先弁済を受けることは，利益衡量上是認される
ところであろう。留置権者にとって留置権の終局的目的は被担保債権の
弁済であり，留置し続けることではない。
　民事執行法195条に基づく形式競売は，永続的な留置の負担から留置
権者を解放することにあり，通常は，換価金に対する留置権を肯定した
上で，換価金の引渡債務と被担保債権の相殺により事実上の優先弁済を
受けることができるとされていることについては，すでに見たところで
ある。相殺の場合は債権者が受働債権の履行の負担を免れることにより，
また弁済充当権の行使の場合は債権者の支配下にある金銭の返還債務の
履行を免れることにより，ともに債権者が債務の履行を免れることに
よって自らの債権の満足を得る点において，これら二つの場合は共通し
ている。このように相殺と弁済充当権の行使は，法律上の性質は異な
るが，実質的効果は酷似している。そうであるならば，端的に，留置権
者に換価金から自己の債権の弁済のために充当する地位が認められない
のか。
　留置権に，競売の換価金を債権の弁済に充てる権利まで認めることは，
その目的が永続的留置の負担から解放することにあるという点から過ぎ
たものといわざるを得ないとされている。留置権は目的物の交換価値
を排他的に支配する権利でなく，その意味で，留置権には優先弁済権が
認められないことから，留置権による競売は換価のための競売と解され
　伊藤・前掲注（16）31頁。
　桜井孝一「民事執行法と留置権」米倉明ほか編『金融担保法口座 IV巻　質
権・留置権・先取特権・保証』156頁（筑摩書房，1986年）。
　鈴木忠一・三ヶ月章編『注解民事執行法5』387頁（第一法規出版，1985年）。
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ているからである。そこでは，換価金からの弁済充当権は，法的な優
先弁済権に基礎づけられていることが前提となっており，留置権による
競売は，そのような優先弁済権を伴う担保権の実行とは異なる趣旨で認
められているのであるから，弁済充当権は理論的に導くことができない
と理解されている。それでも結果的には，相殺によるにせよ，事実上の
優先弁済が認められている。その論拠は，先に見たとおり「相殺の合理
的期待」に類似する「弁済充当の合理的期待」を保護するに値するもの
と考えるからであろう。
　この点，本件最高裁判決における金築裁判官の補足説明では以下のよ
うに言及されている。すなわち，「民事執行法に基づいて留置権の目的
物が換価された場合，換価金を弁済に充当することを認めなくても，債
権者は，自己の債権と換価金引渡債務とを相殺することによって，実質
的に優先弁済を受けることができるから，担保としての実効性は確保さ
れていると考えられているが，本件のように再生手続の開始後に満期が
到来する手形について，こうした解決方法に十分な実効性は認められな
いと思われる」と。相殺が許されるか否かは，民事再生法上の相殺に関
する規律，とくに受働債権の負担時期を問題とする民事再生法93条の規
律に従って判断されるべきであり，別除権の行使が許されるからといっ
て，当然に相殺が認められるわけではないとの認識がある。この意味
において金築裁判官補足意見は，抑制的ではあるが，相殺によっては留
置権の担保の実効性が確保できない場面では，他の方法による留置権者
の保護の必要性を示唆するものと捉えられる。
　最高裁は，留置的効力により留置権者の支配下にあり続ける取立金に
ついて，事実上，その処遇が留置権者に委ねられているという意味にお
　桜井・前掲注（49）156頁。
　伊藤・前掲注（16）30頁。
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いて，弁済充当を認めている。そしてこの判断が妥当する範囲を，取立
金が再生原資に含まれないことをことさら強調しつつ，他の担保権者と
の競合場面には一切触れないことによって，再生債務者との関係に限定
していると思われる。商事留置権者は，法的な「優先弁済権」は有して
いないが，「事実上の優先弁済権」を限定された範囲では認められるべ
き地位にいるという判断であろう。
　破産法と異なり留置権を特別の先取特権とみなす旨の規定を欠く民事
再生法においてもまた，留置権能の終局的目的である債権担保作用の発
現として，手形の商事留置権という限られた範囲，すなわち商事留置権
が，機能的には相殺と同様に債権者・債務者の利害調整をしている範囲
で，直裁に換価金からの弁済充当を認めるべきと考える。相殺が，他の
一般債権者との関係においても事実上の担保としての機能が認められて
いることに照らし，商事留置権もまたいわゆる「事実上の担保権」とし
ての効力を認められてしかるべきであろう。最高裁が，弁済充当を認め
る銀行取引約定を「別除権の行使に付随する合意」として民事再生法上
も有効であると解したのも，このような民事再生手続における「事実上
の優先弁済権」を基礎とするものであったと捉えうるのではないか。
　ただ，究極的には，立法による解決が望まれるところである。留置権
に優先弁済を強制的に実現する権利を認めるか否かについて，未だに明
確化に踏み切れない理由は，主として不動産に対する留置権の取扱いの
難しさにあるともいわれている。従来，土地に建物を建てることを計
画した土地所有者が，銀行に対し当該土地に抵当権を設定し融資をして
もらう一方，建築業者との間で建物建築請負工事契約を締結し，工事代
金を支払わないまま倒産に至るような事案が典型的に問題となってき
　岡・前掲注（42）8頁。
法政論叢――第56号（2013）
30
（一〇三）
た。この場面では，銀行の抵当権と（留置権が成立するとすれば）建
築業者の留置権が競合することになる。裁判所の判断も分かれているし，
様々な見解が提示されているところであるが，事実上の優先的地位を与
える場合を認めるべく留置制度が作られているということを再確認して，
立法的に解決を図るべきと主張されている。
五　結びに代えて
　留置権については，商事留置権にとどまらず民事留置権も含めて，多
くの検討すべき課題が指摘されている。本稿では，商事留置権につき，
極めて限定的な場面においてではあるが，「事実上の優先弁済権」を認
める取扱いをするべきであるという見解を示した。現行法上の取扱いと
しては，留置権の中にさまざまなものが含まれているという実態をふま
え，個々の場面における利害関係人の実質的利益状況から限定的な結論
を導くアプローチを採ることも必要なのではないかと考えたからである。
そしてまた，そのことを通じて，今後の議論の整理をするための基準も
見えてくるように思われるからである。
　本件のように手形が留置の目的物である場合には，銀行は再生債務者
の信用状態を調査しており，状況に応じて手形に質権や譲渡担保を設定
することによって貸付金の弁済を確保する手段を有しているのであるか
ら，そもそも銀行を留置権者として保護するべきかについては再検討の
余地があるとも指摘されている。
　一方で，破産手続における取立委任手形の処遇が問題となった大阪高
　松岡久和「留置権に関する立法論」別冊NBL69号88頁以下（2002年）。
　松岡・前掲注（54）106頁。
　村田・前掲注（22）139頁。
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裁平成9年3月25日判決は，金融機関の貸付の実務について以下のよ
うに述べている。すなわち，「金融機関は，銀行取引約定書に基づいて
継続的信用取引を行う場合，自己の占有下においた取立委任手形等につ
いては，債務者の経営が破綻し，債務の履行ができない状態になったと
き，右約定に基づいて取り立てて，債務の弁済に充当することができる
ものと期待して，すなわち，事実上の担保としての機能を果たすことを
期待して，本件取引約定を締結しているものであり，融資実行に際して
は，預金残高，支払手形の決済高，代金取立委任手形の預かり残高等の
流動性資金についても評価の対象とし，かつ融資実行後は，このような
流動性資金については，債務者が自由に出し入れすることができるとは
いえ，常に自己の占有下に存する手形の預かり残高を掌握・管理し，右
預かり残高が大きく減少することのないように監視するとともに，債務
不履行時には，自己の占有下に存する預金や手形を留置し，預金につい
ては払戻を停止し，手形については取り立て，いずれも債権と相殺する
方法により債権の弁済を受けていること，が認められるのであって，こ
のような取立委任手形が事実上の担保的機能を果たしている実態が存す
ることによって，債務者が，融資に見合った担保を提供することが困難
な場合であっても，融資の実行を受けることが可能となるのであるから，
このような利益を金融機関に与えることは，金融取引の円滑化にも役立
つものといえる」と。こうした運用自体が取立委任手形の位置づけと
　判例時報1623号146頁。先の割引依頼手形と同日に最高裁判決が出ている
（最高裁平成10年7月14日判決（平成9年（オ）第1213号不当利得返還請求事
件））。
　流動的な預金債権についても，このような事実上の担保として機能している
ことが，以下のように指摘されている。「およそ商人間に継続的取引関係があ
り，かつ相互に債権・債務を生じる関係が存する場合には，その取引上の多数
の権利関係に牽連性を持たせ，これを一体的に把握する思想が存在することは，
交互計算（商法529条以下），商事留置権（同521条）などの制度にみられると
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整合しているのかにつき，問題視する見解もある。しかし，実際にこ
のような集合担保的な取扱いが再生債務者に対する金融につき利便性を
高めているのであれば，これをも視野に入れた議論を展開していくべき
であろう。
　なお，そのように解するにしても，手形の占有原因については留置権
の対象となる「商行為によって自己の占有」に属したものか，という検
証は重要である。たとえば，銀行が顧客から手形割引の依頼を受けた手
形については，商事留置権が成立すると考えられている。しかし先述の
最高裁平成10年7月14日判決の事案では，銀行が依頼者である取引先の
信用調査のために手形を一時的に預かっている間に，当該取引先振出の
決済資金のない手形が回ってきたために，割引の実行を中止したことか
ら商事留置権が成立したといえるかが問題とされた。第一審は，銀行
は取引先から本件手形の割引を申し込まれ，これを受け取り，振出人の
信用調査をするため同日の割引を留保し，本件手形を預かったのである
から，本件手形は，銀行と取引先との間の商行為によって銀行の占有に
帰したもの，と判断した。また，控訴審は銀行が本件手形を占有する
に至ったのは，信用照会により決済見込みが確認できることを停止条件
とする手形割引契約が破産会社との間で成立したことによるものであり，
銀行は，商行為によって本件手形を占有したものと認められるとし，最
　ころであるが，わけても，銀行とその取引先との間においては，銀行の取引先
に対する貸付金などの債権と取引先の銀行に対する預金債権とは，相互に密接
な牽連関係に立ち，預金債権は貸付金債権などの担保としての機能を営んでい
るのが実情である。（潮見佳男『債権総論 II』396頁（信山社，2005年）」。
　奥田恵美「金融機関が占有する商事留置手形の民事再生手続下における取扱
い」金融・商事判例1376号12頁（2011年）。
　大阪地裁平成6年2月24日判決（最高裁判所民事判例集52巻5号1283頁）。
　大阪高裁平成6年9月16日判決（最高裁判所民事判例集52巻5号1289頁）。
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高裁も控訴審の判断を是認している。
　しかし，控訴審が述べるように，決済見込みの確認を停止条件とする
契約と捉えると，銀行が信用調査の結果に応じて割り引くか否かを判断
することになり，そうだとすればこの停止条件は随意条件となり，契約
そのものが無効になってしまう可能性が指摘されている。そこで，別
の可能性として手形割引は絶対的商行為であるから（商法501条1項），
それに先立つ手形の一時預かりを当該営業のためにするものとして附
属的商行為とする見解が提示されているが（商法503条），いずれにせ
よ，破産に瀕した取引先から手形の割引依頼を受けた銀行が，割引意思
がないのに割り引くかのごとき期待をもたせ裏書譲渡をさせつつ，代金
を交付せず，銀行みずからまたは取引先が割引を解除したような場合に
　これに対し，「手形振出人の信用照会の結果は，同日夕刻判明したので，銀
行は翌日手形割引を実行する予定であったが，債務者振出の決済資金のない手
形が回ってきたので，割引の実行を中止している。本件手形については，割引
契約は成立しなかったと解すべきである。債務者から割引の依頼を受けて手形
を預かった（割引の申込みを受けて手形の占有を開始した）が，割引に応ずる
確定的な意思表示をする前に，割引に応じられない事情が生じ，結局，割引契
約は成立するに至らなかったというべきである。それゆえ，本件手形は債務者
所有のものであった」と理解し，割引契約が成立しなかった事案ではあるが商
法521条の要件を具備するかにつき「銀行は，本件手形につき割引の依頼を受
けて占有を開始したのであって，商行為である手形割引に関連して占有を開始
しており，商事留置権の成立を認めてよい」とするものもある（田邊光政「手
形と商事留置権」金融法務事情1424号22頁（1995年））。また，割引実行前の手
形の占有につき，銀行が手形割引を前提に，信用調査をするために手形を保管
している場合，あるいは信用調査済みで割引を実行することができる状態にあ
るが，依頼人が即座に割引を必要としていないことから手形を保管している場
合は，適法な手形の占有と解されるが，本件の場合はこれらに該当しないとし，
本件手形の占有は適法でなく商事留置権の成否を問題とする余地があったとす
る見解もある（今井克典「手形の商事留置権」富大経済論集42巻1号156頁以降）。
　松井・前掲注（7）1838頁。
　松井・前掲注（7）1839頁。
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は，信義則上，留置権の行使を認めるべきではないであろう。割引実
行前の手形に対する商事留置権の成立については，割引依頼者の期待や
他の破産債権者との公平に照らし，より慎重な判断が望まれるところで
ある。
　そしてこうした検討は，証券投資信託の振替受益権をめぐり，口座管
理機関でもある販売会社が商事留置権を主張できるか，そして民事再生
手続上，振替受益権の解約金を弁済充当にあてることができるかという
問題へともつながる。現段階では，ペーパーレス化された振替受益権を
「占有」することができるかという観点から，商事留置権の成立につい
て議論が集中しているようであるが，そもそも振替受益権をめぐる取引
が商事留置権の趣旨に沿う「取引」であるかという検証も必要なのでは
ないか。民事再生手続において，事実上とはいえ「優先弁済権」を付
与することの正当性が担保されなくてはならないと思われる。ペーパー
レスの問題も含めて，今後の検討課題としたい。
　田邊・前掲注（4）192頁。
　松井・前掲注（7）1839頁。
　中野修「振替投資信託受益権の解約・処分による貸付金銭債権の回収」金融
法務事情1837号54頁（2008年），森下哲朗「証券のペーパーレス化と商事留置
権」金融・商事判例1317号1頁（2009年），弥永真生「商法521条にいう『自己
の占有に属した債務者の所有する物又は有価証券』とペーパーレス化」銀行法
務21744号32頁（2012年），小林英治「口座管理機関の法律関係及び債権回収手
段」月刊資本市場311号21頁，浅田隆・小塚荘一郎・道垣内弘人・森下哲朗・
山本和彦《座談会》「ペーパーレス証券からの回収の可能性と課題」金融法務
事情1963号6頁など参照。
